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中出開地域集落の出地災害リスクの評舗
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山地災害に対する佐賀県の中山間地域集落の安全性を捉えるために， 2005:9三に内関府が実施した全国ア
ンケート調査結果から佐賀課内の587の農業集落に対するデータを抽出し GIS(地理情報システム)を用
いて各集落の孤立リスクの有無及び孤立対策実施状況を評価した。!吾i幸市東部，佐賀市北部，神埼市北部，
小城市北部一円の脊振山地をはじめ，多久市，有田町，嬉野市及び鹿島市の南部に，孤立リスクを抱える
190の農業集落(調査対象集落の32.4%に桔当)が認められた。またそうした集落の多くは飲食料，箆薬品，
防災資機材，通信設備，避難・受援マニュアル，自主防災組織などの備えが不足し山地災害に対ーしてほ
ほ無防備;1犬惑であることが明らかとなった。
[キーワー問 中山潤地域，孤立1)スク，集落孤立対策， GIS (地理情報システム)，山地災害
1.はじめに
近年，局地的集中豪雨の増加や大規模地震発生が危慎されるなか，数十万館所にものぼる膨大な土砂災
害危険箇所を抱える我が国では，土砂災害に対する訪災・減災のあり方が検討されている。なかでも，斜
面崩壊や地すべりによって道路交通網がす訴され，中山間地域に散在する集落が長期間の孤立を余儀なく
される陪題，いわゆる集落孤立問題は，中山部地域における住民生活の安全・安心を脅2かす課題として，
看過できない。
王子成16年10丹に発生した新潟県中越地震では，脆弱な地質構造を持つ山間部で発生した土砂災害により，
中山間地域の集落へ至る複数の道路が寸断され，新潟県山古志村(現長崎市)をはじめとした各地で， 60 
を超える集落が孤立した(内閣府， 2005; ら， 2007)。集落孤立が深刻な問題となるは，①災害発生時
に，集落の被害状況の把握が困難であること，②救助・避難および救援物資輸送にヘリコプタ一等空路の
代替輸送が必要になること，③近年の急速な高齢化により被災者に占める災害時要援護者の割合が高いた
め，避難所生活に特加の対応、が必要であること，④河道閉塞等二次的災害が発生し王子野部の災害と異な
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る災害時対応、が求められることなど災害救劫・支援の特殊性がある(内閣府， 2005)。中山間地域では，災
害救助の特殊性，困難性に加えて復旧・復興支援のあり方の検討が必要となる。すなわち，住民の急、速な
高齢化が顕在化していることから(農村開発企爾委員会， 2006， 2007;闘土交通省， 2007;宮本ら， 2009)， 
地域内の防災活動の担い手不足や被災する高齢者数の増加が大きな懸念要素である。
集落孤立問題を回避する有効な手段として，まず¥集落へ至る経銘の多重化や土砂災害危険箇所の危検
防止対策などの訪災基盤整備が挙げられる。しかし費用対効果の観点から，孤立リスクを抱える全集落
を対象とする，完全な防災基盤整備を実施することは容易でない。そこで，最も現実的な対応、は，先述の
中山間地域における集落の地域性を考慮した自主的な減災対策，すなわち「孤立に強い集落J作りである
と考えられる。
内調府 (2005)の集計では，孤立のリスクを抱える全国の集落数は5万9千集落 (380万世者， 1，220万
人)にのぼることから，集落孤立問題は者過できない状況にある。ところが，同調査では，都道府県単位
の集計結果が公開されるにとどまっており 市町村あるいは集落単位の詳細な検討や情報は公開されてい
ない。そのため，行政のみならず，中山間地域に居住する地域住民の多くが，居住地区の潜在的な災害に
よる孤立リスクを十分に認識していない状況にある。
本研究では，中山詞地域における滞在的な集落孤立リスクを明らかにすることで， i孤立に強い集落j作
りの基礎資料の蓄積を目的として，宮本ら (2009)により著しい過疎化・高齢化の兆候が認められた佐賀
県を対象に， GIS (地理情報システム)を利用して内閣府 (2005)の集計結果を分析した。そして，孤立リ
スクを抱える集落(以後，リスク集落と称す)の有無とその分布 さらに防災対策の実施状況を暁らかに
することにより，佐賀県の集落孤立対策の態様を把援することを試みた。
]1，謡査方法
2，1 佐賀県の自然災害
佐賀県は，県北東部から中央部にかけて急経な花商岩山岳地帯，県南部の有明海沿岸には抵平地が広が
る。罰県を震源地とするM5以上の地震は稀であるが，有明海沿岸低平地一帯は水害，第三紀層が広がる
県西部の丘i凌地は地すべりの多発地として知られる。気象災害データベース 3によれば，佐賀県は1998年
から2007年までの10年間に38回の風水害またはそれに伴う土砂災害が起きている。なかでも， 2006年の台
風13号は，被害総額約182億円にのぼる浸水 土砂災害，塩害などをもたらし 激甚災害に指定された。
2.2 分析対象データの概要
内閣府が2005年に全国の市町村に能額して実施した「中山間地域等の集落散在地域における孤立集落発
生の百I龍性に関する状況調査Jの集計ー結果を，本研究の分析対象データとした。問欝査は，農林水産省、が
農業政策および農業関連統計の評価のために5年ごとに実施する農林業センサスにおける調査基本単位，
すなわち農業集落 jの中から 平野に位置する集落および密居集落5を除いた全集落を対象に実施された
ものである。調査項目は，孤立リスクの有無，孤立の要因，避難施設の耐震性，霞薬品・妨災資機材の備
通信インフラの整備状況，避難・受援マニュアルの有無，自主防災組織の有無などである。なお，
向調査では，道路交通により人の移動および物流が国難となり，住民生活が困難または不可能となる状態
3 気象災害手データベース http://agora.ex.nii.ac.jp/ digital-typhoon/ disaster /r巴port/
2 農業上，自然発生的に形成された地域社会
農家と良家のf切に非農家が存夜することにより家屋が努集し 市街地が逮統した状態にあるj足業集落
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Fig.1 調査対象集落の分布図
を孤立と定義し，そのリスクの有無は，集落へのすべてのアクセス道路が土砂災害危険街所6および山地
災害危挨箇所に隣接するか否かで特断されている。本研究では，調査対象地である佐賀県内の587集落に
対する集計結果色佐賀県からExcel'7ークシート形式の一覧表として提供を受け，後述の分析に用いるこ
ととした。
ワークシート上の587集落の位置を，国土地理院が発行する電子地図である数値地図50000を用いて確認
し各集落の中央点m擦の緯度・経度を取得した。そして，アメリカ (NASA)が提供する標高
データ SRTM7およびジオイドモデルWGS848/EGM969 を利揺した標高算出用の APllOである
LatLng2Heightl を利用して，取得した緯度・経定値から中央点の標高を算出した。 w、上の手}I買を繰り返し
て587集落の中央点における緯度・経度および標高を求め，それらを上述のワークシートに追加入力するこ
とにより，これを分析府データベースとした。
6 土石流危険渓流，念、傾斜地崩壊危険街所，地すべり危険筒所の総称
7 Shuttle Radar Topography Missionの!日告 スペースシャトルに総裁した合成/)1j口レーダーで計測した余地球の3Dデー
タ
8 GPSで使用される米関のil!IJJtiJ系(WorldGeodetic Syst巴m)
9 Earth Gravitational Model 19960コmg.
10 Application Program Interfa伐のm告 OSやミドルウェア向けのソフトウェアを限発する|奈に使用できる命令やfJ)，j数の
集合.
1 配布冗のURL: http://lab.uribou.net/1l2h/ 
264 
200 
160 
ぎ問
機
域 80
40 
。
関500戸以上
関 200~499戸
ロ 100~199戸
田 50~99戸
宮本英お1 北川慶子
0-10 10-50 50-100 100-200 200-400 400-800 
標高区分 (m)
Fig.2 諜高階級別に見た集落内戸数の遣い
2.3 GISによるデータベースの可視化および分析の手順
本所究では，宮本ら (2009)と同一手}I買で， GISによるデータベース分析を行うこととした。国土数{直情
報ダウンロードサービス 12より，佐賀県の地理情報標準プロファイ Jレ1:3準拠の行政区域データ(平成四年)
を入手しそれをGISソフトMANDARA1に読み込んで、佐賀県全域の地闘を作成した。そして，データベー
ス上の587集落の代表点を地図上に定義し (Fig.l)，各点の属性データとしてアンケート集計結果を与える
ことにより，地問上で、の集計結果の可視化を行った。また， MANDARAのクロス集計磯能を科用して，各
集落の標高または孤立リスクの有無と， f也の属性データとの関連性を分析した。
目結果と考察
3.1 築港内戸数の標高特性
言電査対象となる集落の戸数は，標高によって異なる (Fig.2)。全集落のうち，標高10m以下の階級に分
類される集落数は18(3.1%)と少なく，調査対象集落の大半 (96.9%)が， 10m以上の比較的標高の高い
地域に位置する。 587集落の平均戸数は， 57.2戸(標準偏差76.0)であるが， 50m以上の標高区分で、は， 20 
戸未満の小規模集落の数が多く，中山間地域における集落の小規模化の様相が窺われる。
3.2 組立リスクを抱える集落の分布と孤立婆臨
リスク集落の分布には，地域領在性が認められる (Fig.3)。伊万里市西部の丘陵地は，第三期層地すべ
り地帯として京く認知される地域であることから， リスク集落が多数分布すると予瀧されたが，本研ゐ究の
分析結果からは，伊万里市内にそうした集落は認められなかった。本訴究の分析データソースである内閣
12 図土数値情報ダウンロードサービス:http://www.mlit.go.jp/kokudokeikaku/gis/ind巴x.html
13 地理情報の作成・使用の|祭に守るべき標準規格
14 配布元のURL: http://ktgis.net/mandara/ 
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Fig.3 孤立1)スクを据える集落の分布関
府 (2005)の調査では，孤立リスクの有無が，集落へのすべてのアクセス道路が土砂災害危検箇所に隣議
するか否かで判断している。伊万里市の山間部には家屋が多く認められるものの，各集落へ繋がるルート
が既に多重化されていることが，リスク集落が検出されない原因であったと考えられる。一方，唐津市東
部，佐賀市北部，神埼市北部，小城市北部一円の脊振山地をはじめ，多久市，有田町，嬉野市および鹿島
市の南部には，リスク集落が190笥所(調査対象集落の32.4%に相当)認められる。なかでも，脊振山地一
円に分布するリスク集落の数は，地のまu2域と比べ群を抜いて多い。
リスク集落の数と標高との需には相関性が認められる (Fig.4)。標高100m未満の3つの標高区分では，
調査対象集落に占める 1) スク集落の比率は9.9~12.8%である。 )j， 100-200mの区分では32.1%，
200-400mでは53.6%，400一8剖O∞Omでは7苅6.6%がそれぞ
の地域では，標高が高いほど， リスク集落の数が多くなる領向が認められる。
中山間地域に位置する190集寝の孤立1)スク要因の殆どが，土砂災害に超因する (Fig.5) 0 I地震防災施
設の現状に関する全国調査/最終報告(内関市， 2003) Jによれば佐賀県内の土砂災害危険筒所のうち，
土石流危険渓涜および家屋密集地区に被害を及ぼす可能性の高い急傾斜地崩壊危険笛所はすべて防災対策
済みとなっており，また地すべり危険笛所の49.6%が対策済みである。他の都道清県と比べても，同課の
防災対策の水準は高い。しかし向調査はあくまで、人口密集地区や土砂災害によって産接的な損害を被る
地誌に焦点をあてた調査であるため 孤立などのこ次被害の恐れのある中山間地域集落の安全性について
は言及されていない。そこで， リスク集落の孤立の原因を集計し分析した結果， 91目6%が道銘構造物への
土砂堆積， 7.4%が土砂堆積ならびに液状化による道賂構造物の損傷であるなど，原因の大半が土砂災害に
起因することが半日明した (Fig.5)。
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Fig.4 標高蕗級別に晃た孤立1)スクを持つ集落の分布
円g.5 1)スク集落の孤立原閤
ただし本研究で分析に用いた内調府 (2005)の集計結果には，以下の2点に留意する必要があると考
えられる。第一点は，集落へのすべてのアクセス道路が土砂災害危険筒所に隣諜するか否かで孤立リスク
を判別したため，その笥所が対策済みかどうかを考癒することができなかったという分析の限界性という
点である。そのため，佐賀県を対象に行った今回の集計では，全体の32.4%に相当する190集落がリスク集
落に分類されたものの防災対策済みの笥所も含まれているために，すべてが孤立リスク集落であるとはい
えない。第二点は，内閣府 (2005)によれば全国のリスク集落数は5万9二子で，そこに器住する380万世帯，
1，220万人の被災が懸念されているが，農業集落内の一部分にリスクがある場合も，集落全体に 1)スクがあ
るとみなして世帯数と人口の集計を行っている点である。同一集落であっても 被災リスクを負わない家
中山間地域集落の山地災害リスクの評価
500~999人
200~499人
lOO~199人
(7.4%) 
Fig.6 1)スク集落における避難施設の収容可能人数
Table 1 リスク集落における避難施設の耐震性と非常電源
の準備状況
集落の数
準備状況 離震性 非常電源
十分 45 ( 23.7%) 1 ( 0.5%) 
不十分 135 ( 71.1 %) 182 ( 95.8%) 
無問答 10 ( 5.3%) 7 ( 3.7%) 
190 (100.0%) 190 (100.0%) 
*括弧内の数伎は割合を~す
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犀が含まれてしまっているため，リスクを有する世帯数・人口も，過大評価されているのではないかと推
察される。以上の2点を考慮すると，註賀県内のリスク集落の実数ならびに被災想定世帯・人口を正確に
把援するためには，今後，中山間地域における急傾斜地崩壊危険館所および地すべり危験笛所の対策率に
加え，リスク集濯に分類された農業集落内の 1)スク地区の選別を行う必要性の課題が残されている。
3.3 孤立に対する備え
災害時の避難施設には，高い安全性が求められるが，必ずしもその安全性が十分に保障されているとは
いえない (Table1)。特にリスク集落では，避難施設の安全性の確保が，最優先課題の一つであると考え
られるが，避難施設の7l.1%が紺震性が不十分であり， 95.8%が非常電源設備を有していないなど，ライ
フラインの途絶に対して無防備に近いことが分かる。これらのことから リスク集落では，災害発生時に
よる居住生活の顕難性と避難所への避難で、きたとしても地域内にある避難所では避難所生活にも大きな生
活リスクが考えられ，リスク集落の避難所のみ整備は高齢者等地域住民には「二重の苦痛 (double
268 定本英揮，北)1 慶子
Table 2 1)スク集落における欽料水・食料の備蓄状況
集落の数
備蓄状況 飲料水 食料
備蓄無し 163 ( 85.8%) 163 ( 85.8%) 
l日分 4 ( 2.1%) 4 ( 2.1%) 
無関答 23 ( 12.1%) 23 ( 12.1%) 
190 (100.096) 190 (100.0%) 
*括狐内の数値は割合をf択す
璽十分な備蓄有り ロ不十分だが備蓄あり 巴備蓄なし 自無回答
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Fig.7 リスク集落における震薬品・防災資機材の備蓄状況
]iorpadey) Jを5果すことになるといえよう。
リスク集落では，飲食料，医薬品，防災資機材，通信設舗の準備状況も，十分とは言えない (Table2， 
Fig.7， Fig.8)。一般に，災害救助の開始に要する時間の目安は3日間 (72時間)とされることから，最{氏
でも 3日間の避難所生活に耐え得る備えが必要で、あるものの， リスク集落のうち，欽料水や食料の舗蓄を
持たない集落はいずれも85.896(Table 2)，そして医薬品，毛布，投光機，テント，紡水シートなどの舗
蓄を持たない集落は80~90% を超えている (Fig.7) 。さらに，新潟県中越地震の折には，同定・携帯電話
の中継伝送路の断線や，携帯電話基地馬の非常電源の枯渇などにより，孤立集落との連絡が取れないこと
が大きな問題となったことから，災害初動期には情報通信の確保が最優先課題である。しかしリスク集
落の約半数が消防団無線を持たないだけでなく 90%以上が簡易無線，孤立防災用無続電話，衛星携帯電
話などの通信設舗を持たないことが特明した (Fig.8)。
また， 1)スク集落では，孤立を前提とした避難・受援のための仕組みが整矯されていない (Fig.9)。集
落の孤立時には，集落語住者の自助・共助によって災害救劫開始までの聞を乗り切ることが必要となるが，
リスク集落の大半が避難・受援マニュアルに加え 地域共同体としての自主防災組織を持たない状況にあ
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Fig.8 リスク集落における通信機器の整舗状況
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Fig.9 リスク集落における避難・受援マニュアルの整儲および詣主訪災組織の有無
? ? ??? 20% 80% 100% 
る。 2007年の中越沖地震の際には，問‘内会を中心に高齢者の避難生活が円滑に行われ，地域共助の取り総
みが減災に大きな効果を挙げたこと(内簡府.2008).さらに防災資機材や通信インフラの整舗と違い，避
難・受援マニュアルの整備や自主防災組織の運営は少コストで却時に実施できることを考濯すると，これ
らの自主的な防災活動を推進することが，孤立対策として現実的な手段となろう。
以上が，内閣府 (2005)の調査に基づく分析結果である。本研究の調査は佐賀県に限ったものであるが，
GISの持つ面的・統計分析機能を利用することにより，佐賀県の中1局地域における集落の孤立リスクと
防災対策実施状況の態様を把援することができた。その一方で 3.2に述べたように，本研究では内閣府
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の調査が抱える孤立リスクの評倍上の問題 すなわち リスク集落の数や被災世帯数・人口などの過大評
艇の問題をヲiき継いで、いる。また，データも2005年のものであるため，本研究の分析結果が，必ずしも最
訴の状況を反映しているとは限らない。こうしたいくつかの部題点から 想定される被災の全貌をより正
確に把握するためには， リスク集落に分類された集落を対象に，家屋の分布とその居住者に関する詳縮な
調査を行う必要があるという課題が残されている。
N， おわりに
本研究では，佐賀県の中山詞地域における孤立集落の分布および孤立対策実施状況の把接を目的として，
内閣府(2005)の集計結果を基に同県内587の農業集落を対象に孤立リスクおよび防災対策状況の統一デー
タベースを構築し， GISを利用してそれを分析した。
本研究は，内調府の鵠査データを分析に用いた研究の性格上，同議査が抱える評価上の問題点，すなわ
ちリスク集落の数や被災世帯数・人口などの過大評価問題を引き継いでいる。しかしながら，唐津市東部，
佐賀市北部，ネIjl埼市北部，小域市北部一円の脊振山地をはじめ，多久市，有悶1汀，嬉野市および鹿島市の
南部に，孤立リスクを抱える集落が190箇所(調査対象集落の32，4%に相当)認められること，そしてそれ
らの多くが飲食料，医薬品，防災資機材，通信設備，避難・受援マニュアル， 自主防災組織などを備えて
おらず，孤立に対してほほ無防舗であることなどが明らかとなった。費吊対効果の親点からは，すべての
集落を対象に完全な紡災整備を帯築することは難しい。そのため，災害救助の開始に要する 3日開の避難
所生活を自安としそれに必要となる物品 避難行動計画 自主防災組織などを整備することが，孤立対
策の第一義的課題となろう。
しかしながら，近年，中山間地域では，農11村の過疎化・高齢化が顕著であり，今後，共同体としての
社会的機能を低下させるいわゆる限界集落が増加鰭向にあると指摘されている(大野，2005;宮本ら，2009)。
防災の観点からは，限界集落では災害時に集落内の共助が期待できず¥目助努力に頼るほかない。こうし
た点を考慮すると，実効性の高い防災対策を検討するためには，高齢者の居住地区やその点在性は，当然，
把接されておくべき なる。
リスク集落は概ね高齢化が進行している地域である。災害には住民自らの自助と地域が一体となって行
う共助が基本となるとはいえ，高齢者等の避難，救助の特殊性があることや高齢者等にとっては託療，保
健福祉サービスが生活インフラの遮断のなかでも平時の状態を維持できるか否かは生命のリスクにも影響
を及ぼすため，その検証が必要で、ある。リスク集落内にある避難所の整舗は主主眉の急、である。交通・輸送
手段が途絶する孤立リスクのある集落に岩住する高齢者等の生活を守るためには 河道の防災対策のみな
らず，王子時に1M合されている行故及び民間によるサーピス体棋がどれだけ早く供給されるか居住者の生
活・生命ニーズにこたえることができるかの把握が必要である。 2004年に発生した新潟県中越地震の救助
を参考に実施された岩手・宮城内陸地震 (2008年6月14日)での救劫，ニ次災害防止への支援で、あったが，
ヘリコプターでの山縄地への資機材1耐乏の需に電機の分解・組み立てに時聞を要し，その体制作りや訓練
及び専門作業員の養成の必要性も指摘されるといった，災害時の対応体fliJの難しさが災害のたびに顕在化
している。
このような実態を踏まえて，本所究では，農林業センサスにおける農業集落の孤立リスクを検討したが，
今後さらに正確なリスク分析を実施するために 集落内の危険地区および家屋の分布や，居住者の人口構
造に関する追加i調査を行う予定である。
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